
さつき荘拠点区分 資金収支計算書
第一号第四様式

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目
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修繕費支出
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事務消耗品費支出

研修研究費支出

旅費交通費支出

職員被服費支出

福利厚生費支出

事務費支出

雑支出

地域生活訓練費支出

車輌燃料費支出(事業)

賃借料支出

保険料支出

消耗器具備品費支出

燃料費支出

水道光熱費支出

本人支給金支出
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事業費収入
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措置費収入

生活保護事業収入



さつき荘拠点区分 資金収支計算書
第一号第四様式

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

(単位:円)

備考差異(A)-(B)決算(B)予算(A)勘定科目

△6,204,675

0

△6,204,675

0

19,779

61,255

60,000

60,000

1,135

0

0

120

120

81,034

81,034

81,034

△381,536

381,536

750

380,786

380,786

0

0

0

△5,842,918

5,021,159

2,130

2,130

422,847

422,847

300

△69,827

600

△59,007

△33,759

42,221,721

41,629,046

592,675

―

△12,467,779

15,679,745

5,643,865

1,230,000

6,700,000

2,105,880

10,035,880

3,211,966

3,211,966

3,211,966

△208,464

1,438,464

572,250

866,214

866,214

1,230,000

1,230,000

1,230,000

13,268,918

262,535,841

993,870

993,870

1,823,153

1,823,153

188,700

1,236,827

1,334,400

1,752,007

624,759

36,017,046

41,629,046

△5,612,000

0

△12,448,000

15,741,000

60,000

60,000

5,645,000

1,230,000

6,700,000

2,106,000

10,036,000

3,293,000

3,293,000

3,293,000

△590,000

1,820,000

573,000

1,247,000

1,247,000

1,230,000

1,230,000

1,230,000

7,426,000

267,557,000

996,000

996,000

2,246,000

2,246,000

189,000

1,167,000

1,335,000

1,693,000

591,000

支
出

収
入そ

の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

支
出

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

当期末支払資金残高(11)+(12)

前期末支払資金残高(12)

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)
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その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

その他の活動支出計(8)
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都施設・設備整備積立資産支出
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積立資産支出

その他の活動収入計(7)
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利用者等外給食費支出

その他の支出

雑支出
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諸会費支出

保守料支出

土地･建物賃借料支出

賃借料支出

保険料支出



第二号第四様式

(単位:円)

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

さつき荘拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

366,5611,385,4461,752,007

△189,856814,615624,759
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第二号第四様式

(単位:円)

(自)平成28年 4月 1日(至)平成29年 3月31日

さつき荘拠点区分 事業活動計算書

増減(A)-(B)前年度決算(B)当年度決算(A)勘定科目

△6,455,740144,426,628137,970,888

01,230,0001,230,000

△6,663,00013,363,0006,700,000

△6,663,00014,593,0007,930,000

△13,118,740159,019,628145,900,888

△20,392,578164,819,206144,426,628
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△316,0131,274,391958,378

△240,903554,844313,941

△4,9284,928

△245,831559,772313,941

△17,495629,785612,290

△263,3261,189,557926,231

△52,68784,83432,147

7,423,346△1,499,7235,923,623

△6,953,134275,875,892268,922,758

196,919△3,525,206△3,328,287

△944,19012,289,35011,345,160

△219,5362,042,6891,823,153

△219,5362,042,6891,823,153

500188,200188,700

△28,3561,265,1831,236,827

23,0801,311,3201,334,400
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次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

都施設・設備整備積立金積立額

施設・設備整備積立金積立額(措置)

その他の積立金積立額(16)

その他の積立金取崩額(15)

基本金取崩額(14)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

前期繰越活動増減差額(12)

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

特別費用計(9)

拠点区分間繰入金費用

器具及び備品売却損･処分損

固定資産売却損･処分損

特別収益計(8)

車輌運搬具売却益

固定資産売却益

施設整備等補助金収益

施設整備等補助金収益

経常増減差額(7)=(3)+(6)

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サービス活動外費用計(5)

利用者等外給食費

その他のサービス活動外費用

サービス活動外収益計(4)

雑収益

雑収益(内部）

雑収益

利用者等外給食収益

その他のサービス活動外収益

受取利息配当金収益

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サービス活動費用計(2)

国庫補助金等特別積立金取崩額

減価償却費

雑費

雑費

諸会費

保守料

土地･建物賃借料



(単位:円)

平成29年 3月31日現在

第三号第四様式

さつき荘拠点区分 貸借対照表

増減前年度末当年度末増減前年度末当年度末

負債の部資産の部

△2,143,810流動負債 26,371,654 28,515,464△1,448,88559,084,26057,635,375流動資産

△29,445事業未払金 4,404,386 4,433,831△2,584,78853,545,39150,960,603現金預金

479,034その他の未払金 479,034 0△717,3705,089,0144,371,644事業未収金

△572,250１年以内返済予定リース債務 0 572,2501,306,00001,306,000未収補助金

640,344未払費用 3,741,869 3,101,525△14,29286,29272,000前払金

△3,029,545預り金 4,838,023 7,867,568561,565363,563925,128前払費用

△101,948職員預り金 1,950,342 2,052,290

470,000賞与引当金 10,958,000 10,488,000

1,160,134固定負債 30,113,916 28,953,782△1,388,818515,676,785514,287,967固定資産

1,160,134退職給付引当金 30,113,916 28,953,782△4,782,97453,571,61548,788,641基本財産

△983,676負債の部合計 56,485,570 57,469,246△4,782,97453,571,61548,788,641建物

純資産の部3,394,156462,105,170465,499,326その他の固定資産

△3,328,287国庫補助金等特別積立金 33,880,484 37,208,771△3,572,02587,428,59383,856,568建物

7,930,000その他の積立金 343,586,400 335,656,400△141,1082,969,9032,828,795構築物

0人件費積立金 75,900,000 75,900,000011機械及び装置

6,700,000施設・設備整備積立金(措置) 239,102,200 232,402,200△1,410,5956,413,0415,002,446器具及び備品

1,230,000都施設・設備整備積立金 28,584,200 27,354,200△179,550179,5500有形リース資産

△6,455,740次期繰越活動増減差額 137,970,888 144,426,628△392,700392,7000無形リース資産

7,273,838(うち当期活動増減差額) 1,474,260 △5,799,5781,160,13428,953,78230,113,916退職給付引当資産

075,900,00075,900,000人件費積立資産

6,700,000232,402,200239,102,200施設・設備整備積立資産(措置)

1,230,00027,354,20028,584,200都施設・設備整備積立資産

△1,854,027純資産の部合計 515,437,772 517,291,7990111,200111,200差入保証金

△2,837,703負債及び純資産の部合計 571,923,342 574,761,045△2,837,703574,761,045571,923,342資産の部合計



別紙2

１．重要な会計方針
　（１）固定資産の減価償却の方法
　　　　・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、並びに器具及び備品、ソフトウェア…定額法

　　但し、平成19年3月31日以前に取得したものは、旧定額法
　　平成19年4月1日以降取得したものは、定額法
・リース資産
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（２）引当金の計上基準
・退職給付引当金…期末在籍職員の退職給付の為、掛け金として支出した累計額を計上している。
・賞与引当金…翌年度当初予算職員夏季賞与支給額に支給対象期間月数と当該年度における期末までの
　　　　　　　　　　経過月数の割合を乗じて算出した金額を計上している。
・徴収不能引当金…債権の貸倒れに備える為、個別に見積った徴収不能見込額と過去の実績率の合計に

　 より計上する。　該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
　退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び、
東京都社会福祉協議会の退職共済制度によっている。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（１） さつき荘拠点計算書類(第一号第四様式、第二号第四様式、第三号第四様式)

（２）　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。

（３）　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩
該当なし

７．担保に供している資産
該当なし

計算書類に対する注記（さつき荘拠点区分用）

基本財産の種類  前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 53,571,615 4,782,974 48,788,641
合　計 53,571,615 0 4,782,974 48,788,641



８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

建物

建物
構築物
機械及び装置
器具及び備品
有形リース資産
無形リース資産

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

事業未収金
未収補助金

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

合　計 463,151,623 322,675,172 140,476,451

合　計 5,677,644 0 5,677,644

1,041,390 1,041,390 0

小計

644,999 1

190,039,714 98,351,904 91,687,810

4,371,644
1,306,000 1,306,000

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

4,371,644

3,756,449 927,654 2,828,795

0

小計 273,111,909 224,323,268 48,788,641
その他の固定資産

139,262,659 55,406,091 83,856,568

基本財産
273,111,909 224,323,268 48,788,641

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

2,277,6602,277,660

43,056,556 38,054,110 5,002,446
645,000



（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
一致することが確認できる。

2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。
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社会福祉法人名社会福祉法人 村山苑

拠点区分 さつき荘

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自） 平成28年 4月 1日 （至） 平成29年 3月31日

基本財産（有形固定資産）

132,640,776194,806,81998,903,934146,161,82833,736,84248,644,991003,103,7914,558,4780036,840,63353,203,469建物

53,634,71778,305,09053,491,07578,161,440143,642143,65000224,496224,49600368,138368,146建物附属設備

186,275,493273,111,909152,395,009224,323,26833,880,48448,788,641003,328,2874,782,9740037,208,77153,571,615基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

093,797,424017,661,160076,136,2640002,438,73300078,574,997建物

20,122,30045,465,23520,122,30037,744,93107,720,3040001,133,2920008,853,596建物附属設備

271,0073,756,449271,007927,65402,828,795000141,1080002,969,903構築物

0645,0000644,9990100000001機械及び装置

043,056,556038,054,11005,002,4460602,276,8030866,21406,413,041器具及び備品

01,041,39001,041,39000000179,550000179,550有形リース資産

20,393,307187,762,05420,393,30796,074,244091,687,8100606,169,4860866,214096,991,088その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

02,277,66002,277,66000000392,700000392,700無形リース資産

02,277,66002,277,66000000392,700000392,700その他の固定資産（無形固定資産）計

20,393,307190,039,71420,393,30798,351,904091,687,8100606,562,1860866,214097,383,788その他の固定資産計

206,668,800463,151,623172,788,316322,675,17233,880,484140,476,451063,328,28711,345,1600866,21437,208,771150,955,403基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

△



（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
一致することが確認できる。

2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

― 2 ―

社会福祉法人名社会福祉法人 村山苑

拠点区分 さつき荘

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自） 平成28年 4月 1日 （至） 平成29年 3月31日

33,880,484140,476,451063,328,28711,345,1600866,21437,208,771150,955,403差 引

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

△



別紙3（⑨）

社会福祉法人　村山苑
さつき荘

目的使用
4,810,940 438,840

（ 2,705,060 ） （ 438,840 ）

徴収不能引当金（事業未収金） 0

徴収不能引当金（長期貸付金） 0

賞与引当金 10,488,000 10,958,000 10,488,000 10,958,000

計 39,441,782 15,768,940 13,699,966 438,840 41,071,916

（注）
１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。
２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。
３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職又は拠点間の異動により、
　　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加又は減少が発生した場合は、当期増加額又は
　　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

退職給付引当金 28,953,782 3,211,966 30,113,916
退職共済制度
預け金の計上

引当金明細書
(自)平成28年 4月 1日　 (至)平成29年 3月31日

摘要科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
その他
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別紙3（⑫）

社会福祉法人　村山苑
さつき荘

(単位：円)
区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

人件費積立金(措置) 75,900,000 75,900,000
施設・設備整備積立金(措置) 232,402,200 6,700,000 239,102,200
都施設・設備整備積立金 27,354,200 1,230,000 28,584,200
人件費積立金(保育)
修繕積立金(保育)
備品等購入積立金(保育)
保育所施設・設備整備積立金
移行時特別積立金
工賃変動積立金
設備等整備積立金
就労支援事業移行時積立金

計 335,656,400 7,930,000 0 343,586,400

(単位：円)
区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

人件費積立資産(措置) 75,900,000 75,900,000
施設・設備整備積立資産(措置) 232,402,200 6,700,000 239,102,200
都施設・設備整備積立資産 27,354,200 1,230,000 28,584,200
備品等購入積立資産(措置)
人件費積立資産(保育)
修繕積立資産(保育)
備品等購入積立資産(保育)
保育所施設・設備整備積立資産
移行時特別積立資産
移行時減価償却特別積立資産
退職給付引当資産 28,953,782 4,810,940 3,650,806 30,113,916
工賃変動積立資産
設備等整備積立資産
就労支援事業移行時積立資産

計 364,610,182 12,740,940 3,650,806 373,700,316
※　退職給付引当資産は、退職給付引当金に対応して積み立てたものである。

（注）
１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。
２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積立てる場合及び長期預り金に対応して長期
　　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書
(自)平成28年 4月 1日　 (至)平成29年 3月31日
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